
新型インフルエンザ等対策における住民接種の体制整備について 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定により、新型インフルエ

ンザ等発生時における住民接種が法に基づき制度化されたところである。

全国民を対象者として実施する住民接種は、一定期間で可能な限り多く

の国民に接種を行うことで重症化の防止や感染拡大の抑制を目的として

いる。 

 

生活スタイルが多様化する現代では、その生活に合わせた接種体制の

構築が必要となるため、九都県市においては、住民接種の制度や地方自

治体における検討事例に関する研修会を開催し、接種体制の検討を行っ

てきたところである。 

しかし、住民基本台帳を基に整理する接種対象者については、長期入

院患者、里帰り分娩の妊婦等、例外的な対応を要する対象者があるもの

の、その範囲については、国から実施要領等により示されていないほか、

地方自治体間での調整方法についても「新型インフルエンザ等対策政府

行動計画」において市町村間の広域的な協定の締結が示されているのみ

であり、いずれも不明確なものとなっている。また、国の財源措置につ

いても、未だ具体的に示されていない状況にある。 

新型インフルエンザ等発生時には業務が膨大となることが想定される

ことから、円滑な接種の実施のため、平時からの接種体制の構築につい

て、次のとおり所要の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

 

１ 地方自治体間での齟齬が生じることのないよう、住民基本台帳に登

録のない者を対象者とする場合も含め、その対象者の範囲について、

詳細を示すとともに、対象者の事情に応じ地方自治体間での広域的な



接種調整が円滑に行えるよう国として統一的な制度を制定すること 

 

２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令第23条第１項の規定に

基づく住民接種の財源措置について、接種にかかる費用については、

医師以外の人件費及び会場確保経費等を含めた事務費等を広く算定す

るとともに、地方自治体間で不公平が生じることのないような費用負

担の考え方を示すこと 
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